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Ⅰ 東京都全体（東京都・区市町村）相談受付分 

１ 相談の概要 

(1) 相談件数は約14万５千件となり、対前年度比9.8％の増加(P.4) 

令和７年度の東京都内の相談件数は145,501件となり、前年度と比較すると12,959件(9.8％)の

増加であった。そのうち東京都受付件数が 28,293件(構成比 19.4％)、区市町村受付件数が

117,208件(同80.6％)であった。 

 

(2) 相談区分は「苦情」が92.9％、相談方法は「電話」が90.8％を占める(P.6) 

相談区分別に見ると、「苦情」が92.9％、「問合せ」が6.9％、「要望」が0.2％である。相談方法

別では「電話」が90.8％、「来所」が8.9％、「文書」が0.3％となっている。 

 

(3) 相談件数の多い商品・役務は、第１位は「レンタル・リース・貸借」、第２位は「役務その他」、

第３位は「商品一般」 (P.13､P.14) 

相談件数の多い商品・役務をみると、最も多い相談は「レンタル・リース・貸借」(12,682件)

で、相談全体の8.7％を占める。約８割を「賃貸アパート」が占め、賃貸アパート・マンションの

解約、修理代や家賃の値上げに関する相談が多い。第２位は「役務その他」(10,768件)で、相談

全体の7.4％を占める。「ブレーカー（分電盤）の無料点検」や「解錠サービス」、「申請代行サー

ビス」等の他の分類に属さないサービス業に関する相談が寄せられている。第３位は「商品一般」

(10,381件)で、相談全体の7.1％を占める。主な内訳は、架空請求等と思われる不審な電話やメー

ルに関する相談であった。 

 

(4)「特殊販売」の相談件数は全相談の50.4％。なかでも「通信販売」が目立つ(P.22､P.23) 

店舗購入以外の「特殊販売」は73,316件となり、全相談の50.4％を占める。特殊販売の内訳で

は「通信販売」が最も多く、次いで「訪問販売」、「電話勧誘販売」の順で多い。 

 

(5) 高齢者(60歳以上)の相談件数は約５万件、全相談の34.8％(P.38､P.39)  

60歳以上の高齢者の相談件数は50,668件と、前年度より7.4％増加した。高齢者の相談が全相

談に占める割合は34.8％である。最も多い相談は「商品一般」で、次に「役務その他」「化粧品」

と続く。増加率でみると、第８位「他の金融関連サービス」（1,285件）が、対前年度比148.6％と

増加している。「以前作成した年会費無料のクレジットカードの手数料の請求通知が届いた。使用

しないので、解約したい。」等の相談が寄せられた。 

 

(6) 若者(29歳以下)の相談は約１万９千件、全相談の13.1％(P.41､P.42) 

29 歳以下の若者の相談件数は 19,008 件となり、前年度より 13.4％増加した。若者の相談が

全相談件数に占める割合は 13.1％である。最も多い相談は「レンタル・リース・貸借」で、次に

「役務その他」と続く。増加率でみても、第１位「レンタル・リース・貸借」が、対前年度比 144.9％

と増加している。ほかには、第９位「紳士・婦人洋服」が、対前年度比 138.6%と増加している。

「インターネット通販で購入した洋服が届かない」「粗悪品だった」等の相談が多く寄せられた。 

－ 1－ － 2－



 2 

(7)「賃貸アパートの値上げ」に関する相談が激増(P.16) 

賃貸アパートに関する相談件数は10,348件で対前年度比130.4％と増加しており、なかでも、値

上げに関する相談が1,086件で対前年度比210.1％と激増している。 

 

(8)「ソーラーシステム（太陽光発電）・蓄電池」に関する相談が増加(P.25) 

「補助金が出る」と言われ、ソーラーシステム（太陽光発電）や蓄電池を設置したが、補助金

が出ない等のトラブルに関する相談が1,049件で対前年度比119.9％と増加している。 

 

(9)「鍵の解錠サービス」に関する相談が増加(P.26) 

鍵の解錠サービスのトラブルに関する相談は913件で対前年度比131.6％と増加している。その

うち、ネット広告で探した業者に依頼してトラブルになった割合を見ると85.3％と高くなってい

る。 

 

(10)「トイレの詰まり解消等修理」に関する相談が増加(P.27) 

トイレの詰まり等の修理に関する相談は886件と、対前年度比124.1％と増加している。高額な

修理費用等の請求に係る相談の割合が69.1％を占めている。 

 

(11)「インターネットゲーム」に関する相談件数が増加及び20歳未満の割合は高水準を推移(P.30) 

インターネットゲームに関する相談は820件で依然として高水準で推移している。契約当事者

の年代別では20歳未満の相談の割合が46.3％と最も多く、なかでも18歳未満が44.1％と９割以

上を占めている。 

 

(12) インターネット通販で購入した商品の「定期購入」に関する相談が高水準で推移(P.40) 

インターネット通販で購入した商品の「定期購入」に関する相談が、令和７年度も4,921件と高

水準で推移している。商品の内訳をみると、「化粧品」が2,108件、「健康食品」が1,759件とな

っており、この２つで全体の78.6％を占めている。 

 

(13) インターネット通販で、「ＳＮＳ」関連の相談の割合が引き続き増加(P.49) 

「インターネット通販」の相談件数は38,050件で、「ＳＮＳ」上の広告をきっかけとして契約し

た後トラブルになる等、何らかの形で「ＳＮＳ」が関連している相談の割合が26.2％となり、前

年度より3.0ポイント上昇し、引き続き増加傾向にある。契約当事者の年代別件数では50歳代が最

も多い。 

 

(14) インターネット通販のＳＮＳが関連した「商品未着、粗悪品」の相談が増加(P.50) 

インターネット通販でＳＮＳが関連している相談のうちで、購入した商品が届かない、画面で

見たものと違う粗悪品が届く（以下、「商品未着、粗悪品」という。）のトラブルに関する相談件

数が3,490件（35.0％）で対前年度比165.0％と増加している。 

 

(15) 「不審な電気点検やブレーカー（分電盤）の交換」に関する相談が激増(P.63) 

契約会社を装った不審な電気点検や、それをきっかけとしたブレーカー（分電盤）の交換のト

ラブルに関する相談件数が1,483件と対前年度比310.3％と激増している。契約当事者の年齢をみ

ると、高齢者（60歳以上）の割合が83.2％と多くなっている。 
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(16) 多重債務に関する相談は減少(P.68) 

多重債務に関する相談は2,108件で、前年度より4.7％減少した。契約当事者の年代別では20歳

代が427件と最も多く、次いで50歳代が391件と続く。平均借入金額は約367万円で、前年度の約436

万円から減少している。 

 

(17) 危害に関する相談は増加、危険に関する相談は増加(P.70～P.72) 

危害に関する相談は2,058件で、前年度と比べて6.2％増加した。危害の原因となった商品・

役務では「医療」が417件、「化粧品」が241件と多くなっている。 

危険に関する相談は446件となり、前年度より57件増加した。 
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